
移住者数の把握に係るアンケート調査について 

本県への移住者やＵ・Ｉターン者の増加に向けた施策の展開に当たって、移住者

等の人数を正確に把握していくことが必要であることから、全市町村の移住担当課

及び転入届受付担当課の協力のもと、令和３年９月以降、各市町村の転入届受付窓

口において、転入理由等に係るアンケート調査（試行）を実施しています。 

今後、試行内容の検証を踏まえた上で、令和４年２月下旬から本格的な調査を開

始する予定ですので、御協力をお願いします。 

 

１ 課 題                                  

・ 移住者数については、全国的に統一された定義や把握方法がない。 

・ 本県では、これまで、県・市町村の相談窓口や移住支援制度の活用者を積み上

げて算出してきたところであるが、今後の効果的な移住施策の展開に当たっては、

相談窓口や制度を活用していない移住者も含めた全県的な移住者動態の把握が

必要である。 

・ なお、国に対しては、全国統一の「移住者の定義や把握方法」の確立を要望し

ている。 

 

２ 経過等                                  

・ 移住者数の把握に向け、令和２年度から移住定住推進に係る県と市町村の担当

者会議において、調査方法に関する意見交換を実施。 

・ 各市町村の転入届受付担当課の意見や、過年度から独自調査を実施している市

町村の取組状況等も踏まえて検討した結果、アンケート形式による試行調査の実

施を決定し、令和３年９月以降、準備が整った市町村から調査を開始していると

ころ。 

 

３ 今後の予定                                

・ 令和３年９月（順次開始）～令和４年２月 

アンケート形式による試行調査 

・ 令和４年１月 

移住定住推進に係る県と市町村の担当者会議において、調査手法の検証及び見

直しを実施 

・ 令和４年２月下旬 

本調査開始（予定） 

【担当】 

商工労働観光部 定住推進・雇用労働室 

主幹兼移住定住推進担当課長 千田 

電話：019-629-5586（直通） 
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